
原子力事業者による放射線防護資機材等の支援体制

Ø 原子力事業者は、放射線防護資機材を各原子力事業者で支援をするため、「原子力災害時におけ
る原子力事業者間協力協定」の内容を充実させて締結。

Ø 原子力災害発災後の避難・一時移転等において、放射線防護資機材等が不足する場合、原子力事
業者は、保有する資源（要員・資機材等）を最大限供給し支援する。

資機材 数量

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） 360台

個人線量計 1,000個

全面ﾏｽｸ 1,000個

ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ 30,000着 ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ

主な備蓄資機材

全面ﾏｽｸ

※本協定のほか、関西電力、北陸電力、中国電力、四国電力及び九州電力の５社間において「原子力事業における相互協力に関する協定」
を締結（平成28年8月5日）

個人線量計

原子力災害時における原子力事業者間協力協定※ （平成26年10月10日）

【協定事業者】

北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、
四国電力、九州電力、日本原子力発電、電源開発、日本原燃
【目的】

原子力災害時における原子力事業者間協力の円滑な実施を図り、原子力災害の拡大防止及び
早期復旧の一翼を担うことを目的とする。
【協力活動の範囲】
原子力災害時の周辺地域の環境放射線モニタリング及び周辺区域の汚染検査・汚染除去に関する
事項について、協力要員の派遣・資機材の貸与その他の措置 等
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福井県、京都府及び滋賀県の関係市町における行政備蓄

避難元市町の生活物資の備蓄状況

※ 上記物資備蓄数は概数。また、上記の他に、関係市町では常備薬、炊き出し用具等、避難生活に必要な物資等を準備している。
※ 上記の数量は福井県はH28.11時点、京都府はH28.4時点、滋賀県はH29.1時点。
※ 福井県の飲料水備蓄については、浄水器（1台あたり2,000ℓ/時間造水可能）10台を利用することで対応する。

Ø 緊急時に備え、府県及び関係市町では、食料及び生活物資等の備蓄を実施。万が一不足等が生じ
る事態となった場合、府県が調整を行い、それぞれの府県内の全市町より、備蓄した食料及び生活
物資等を融通する体制を整備。

福井県関係市町 京都府関係市町
滋賀県
関係市町

福井県
おおい
町 高浜町 若狭町 小浜市 美浜町 京都府 舞鶴市 綾部市 南丹市 京丹波町 京都市 滋賀県 高島市

食料品
（食）

58,920 6,120 4,110 3,020 16,286 1,680 148,109 10,638 4,190 9,964 9,930 640,500 258,460 35,070

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

- 3,432 100,468 1,200 3,232 1,008 56,035 3,912 2,359 7,416 5,400 444,000 9,408 34,356

毛布
（枚）

19,480 900 1,657 961 2,440 1,610 63,231 3,555 4,180 698 790 72,288 26,950 11,450

簡易ﾄｲﾚ
（基）
〈括弧内
は携帯型
の個数〉

237 22 53 33 23 －
〈1,400〉

10
〈26〉 〈54〉 〈340〉

8
〈50〉

1,431
〈2,336〉

- 20
〈872〉

わか さ ちょう お ばま し きょうたんばちょうなんたんしまいづる し あやべ し
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福井県における災害時の物資供給等に関する協定の主な締結状況

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況

協定の種類 内容 締結民間企業等

福
井
県

災害時における
応急生活物資の
協力に関する協
定

災害発生時にお
ける応急生活物
資の供給

福井県米穀(株)、福井県生活協同
組合連合会、福井県経済農業協同
組合連合会、福井県地方卸売市場
協議会、(一財)福井市中央卸売市
場協会、(株)バロー、(有)南部酒造
場、(株)ﾊｲﾋﾟｰｽ、(株)若狭瓜割、
(株)おおい、北陸ｺｶ・ｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ
(株)、ｻﾝﾄﾘｰﾌｰｽﾞ(株)、ｷﾘﾝﾋﾞﾊﾞﾚｯ
ｼﾞ(株)北陸支社、(株)ﾛｰｿﾝ、(株)ﾌｧ
ﾐﾘｰﾏｰﾄ、大塚製薬(株) 、西日本段
ボール工業組合

災害時等におけ
る燃料の供給に
関する協定

災害時等におけ
る燃料の供給

福井県石油業協同組合、(社)福井
県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会

災害時等におけ
る緊急・救援輸送
等に関する協定

災害発生時にお
ける緊急・救援物
資等輸送、専門
家等の派遣

（一社）福井県ﾄﾗｯｸ協会

災害時等におけ
る物資の保管等
に関する協定

災害発生時にお
ける救援物資の
受け入れ、仕分
け、保管・管理お
よび出庫

福井県倉庫協会

Ø 関係市町及び避難先市町から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認められ
る状況になった場合に備え、福井県は「災害時における応急生活物資等の協力に関する協定」等を
民間企業等と締結。

市町 協定の種類・締結民間企業等

おおい町
生活物資等の供給【福井県民生活協同組合】

燃料等の供給【(社)福井県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会福井支部】

小浜市

生活物資等の供給 【NPO法人コメリ災害対策ｾﾝﾀｰ、
福井県民生活協同組合、㈱ママーストアー】

燃料等の供給【福井県石油業協会若狭支部、(社)福
井県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会若狭支部】

高浜町

生活物資等の供給【NPO法人コメリ災害対策セン
ター、福井県民生活協同組合】

燃料等の供給【(社)福井県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会若狭支部】

若狭町
生活物資等の供給【JA若狭、JA敦賀美方、協同組
合三方SC、㈱PLANT、㈱若狭瓜割、㈱光洋若狭工
場、福井県民生活協同組合】

美浜町

生活物資等の供給【NPO法人コメリ災害対策セン
ター、㈱ティケーエス、美浜町衣料品組合、敦賀美
方農業協同組合、美浜町商業振興協同組合、美方
菓子組合美浜支部、美浜町食品組合、美浜町料理
飲食店組合、福井県民生活協同組合】

燃料等の供給【(社)福井県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会敦賀支部、
美浜町石油組合）】

ちょう

お ばま し

わかさちょう

※ 法人名等は協定締結当時の名称 108



京都府における災害時の物資供給等に関する協定の主な締結状況

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況

Ø 関係市町及び避難先市町から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認められ
る状況になった場合に備え、京都府は「災害時における応急生活物資等の協力に関する協定」等を
民間企業等と締結。

※ 法人名等は協定締結当時の名称

市町 協定の種類・締結民間企業等

舞鶴市
生活物資等の供給【舞鶴商工会議所、㈱エール、NPO法人コメリ
災害対策センター、ゴダイ㈱】
燃料等の供給【(社）京都府エルピーガス協会舞鶴支部】

綾部市

生活物資等の供給【京都丹の国農業協同組合、㈱マツモト、近畿
コカ・コーラボトリング㈱、NPO法人コメリ災害対策センター、ゴダイ
㈱】
燃料等の供給【(社）京都府エルピーガス協会綾部支部】

南丹市

生活物資等の供給【㈱ケーエスケー、㈱Aコープ園部店、㈱井筒八
ツ橋本舗、男前豆腐店㈱、京都農業協同組合、㈱湖池屋、NPO法
人コメリ災害支援センター、㈱仙太郎、㈱ダイコー、㈱虎屋、南丹
市商工会、日本ミルクコミュニティ㈱、㈱伏見屋、㈱マツモト、近畿
コカ・コーラボトリング㈱】
燃料等の供給【(社)京都府エルピーガス協会南丹船井支部】

京丹波町
生活物資等の供給【近畿コカ・コーラボトリング㈱】
燃料等の供給【(社)京都府エルピーガス協会南丹船井支部】

京都市

生活物資等の供給【㈱大丸松坂屋百貨店大丸京都店、㈱高島屋
京都店、㈱藤井大丸、㈱ジェイアール西日本伊勢丹、㈱ファミリー
マート、㈱セブン－イレブン・ジャパン、㈱ローソン、京都生活協同
組合、関係中央卸売市場、京都パン共同組合、全日本パン共同組
合連合会近畿倒壊北陸ブロック、伏見酒造組合、コカ・コーラウエ
スト㈱、ダイドードリンコ㈱西日本営業部、サントリーフーズ㈱近畿
支社、樋口鉱泉㈱、コーナン商事㈱、京都福祉介護用品協会、（一
社）日本非常食推進機構】
燃料等の供給【京都府石油商業組合、(一社)京都府LPガス協会】
物資等の輸送【(一社)京都府トラック協会、(公社)京都青年会議所、
(一社)京都府バス協会、佐川急便㈱西日本支社、ヤマト運輸㈱】

まい づる し

あやべ し

なん たんし

きょうたんばちょう

協定の種類 内容 締結民間企業等

京
都
府

災害時における
応急生活物資
の供給協力に関
する協定

災害時における
応急対策物資供
給等

府JA中央会、府生協連､イズミ
ヤ、イオンリテール、西友、ダイ
エー、大丸京都店、高島屋京
都店、藤井大丸、ＪＲ伊勢丹、
NPO法人コメリ災害対策セン
ター、㈱ローソン、㈱ファミリー
マート、㈱サークルＫサンクス、
コカ･コーラウエスト㈱、ダイドー
ドリンコ㈱西日本営業部、サン
トリーフーズ㈱近畿支社、京都
パン協同組合、全日本パン協
同組合連合会近畿東海北陸ブ
ロック、㈱ケーヨー、「５日で５０
００枚の約束。プロジェクト」実
行委員会、（一社）京都府LPガ
ス協会

災害等緊急時に
おける貨物自動
車輸送の応援に
関する協定

災害発生時にお
ける緊急・救援
物資等輸送

(一社)京都府トラック協会

災害時の支援
活動等における
相互協力に関す
る協定

災害時における
緊急通行車両へ
の優先給油及び
被災者や帰宅困
難者への情報提
供等

京都府石油商業組合

災害時等におけ
る物資の保管等
に関する協定

災害時における
救援物資の受入
れ、仕分け、保
管及び出庫

京都倉庫協会
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滋賀県における災害時の物資供給等に関する協定の主な締結状況

Ø 高島市及び避難先市町から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認められる
状況になった場合に備え、滋賀県は「災害時における応急生活物資等の協力に関する協定」等を民
間企業等と締結。

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況

※ 法人名等は協定締結当時の名称

協定の種類 内容 締結民間企業等

滋
賀
県

災害救助に必
要な物資の調達
に関する協定

災害救助に
必要な物資
の調達および
供給等

滋賀県生活協同組合連合会、㈱西友、㈱平
和堂、ジャスコ㈱近畿カンパニー、㈱草津近
鉄百貨店、ユーストア㈱、NPO法人コメリ災
害対策センター、㈱ローソン、㈱セブン-イレ
ブン・ジャパン、富士産業㈱、㈱ファミリー
マート、三笠コカ・コーラボトリング㈱

災害時の燃料
の供給に関する
協定

災害時におけ
る石油類燃料
の供給等

滋賀県石油商業組合

災害時における
物資の輸送に
関する協定

災害時におけ
る物資の輸送

（一社）滋賀県トラック協会、滋賀県漁業協
同組合連合会、琵琶湖汽船㈱、近江トラベ
ル㈱、㈱ノエビア

災害時における
物資の保管等
に関する協定

災害時におけ
る物資の輸送、
受入れ、仕分
け、保管およ
び出庫等の
物流業務

一般社団法人全国物流ネットワーク協会、
滋賀県倉庫協会

市町 協定の種類・締結民間企業等

高島市

生活物資の供給等
【生活協同組合コープしが、(株)アヤ
ハディオ、(株)ナフコ、NPO法人コメリ
災害対策センター】

燃料の供給等
【社団法人滋賀県エルピーガス協会
高島支部、滋賀県石油協同組合高島
支部】

物資等の輸送
【社団法人滋賀県トラック協会湖西
支部、高島市漁業振興連絡会】
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おおい町及び小浜市からのPAZ内避難時（県内避難）の物資備蓄・供給体制

（※）物資備蓄数は概数

協定の種類 内容

福
井
県

災害時における応急
生活物資の協力に関
する協定
ほか３協定

災害発生時に
おける応急生
活物資等の供
給

お
お
い
町

災害時における物資
供給に関する協定
ほか１協定

災害発生時に
おける応急生
活物資等の供
給

小
浜
市

災害時等における生
活物資の供給協力に
関する協定
ほか１協定

災害時等にお
ける生活物資
の供給

避難元自治体による流通備蓄
・食料品、飲料水、日用品、衣料品

・その他おおい町及び小浜市が指

定する物資

Ø おおい町、小浜市のPAZ内からの避難住民の受入れ時には、受入先自治体による備蓄のほか、福井県、おおい
町及び小浜市による備蓄、さらには福井県、おおい町及び小浜市と災害時協定を締結している指定業者等からの

流通備蓄、日本赤十字社福井県支部に備蓄された物資（食料等の生活用品）等を、福井県ﾄﾗｯｸ協会等の協力を

得て、避難施設に搬送する。

Ø 福井県及び関係市町が備蓄している物資が不足する場合、福井県から、国の原子力災害対策本部に対し物資調
達の要請を行う。

お ばま し

PAZ

日本赤十字社福井県支部備蓄
・毛布：4,238枚
・緊急セット（携帯ラジオ、懐中電灯
等）：2,851個
・安眠セット（マット・枕等）：481個 等

避難元 避難先施設（県内）

小浜市

内外海地区

（泊、堅海）

越前市
福井県立武生

商業高等学校

おおい町

大島地区
敦賀市

敦賀市立粟野

中学校

越前市備蓄
・食料：9,623食
・毛布：3,316枚
・飲料水：900ﾘｯﾄﾙ
・トイレ：49個 等

敦賀市備蓄
・食料：17,854食
・毛布：5,653枚
・飲料水：82,328ﾘｯﾄﾙ
・トイレ：765個 等

敦賀オフサイトセンター備蓄
・食料：11,760食
・毛布：4,300枚
・大人用紙おむつ：680枚 等

ちょう

お ばま しちょう

うち と み

とまり かつみ

あわ の

たけ ふ

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

UPZ

おおい町、小浜市備蓄
・（P107参照）

※詳細はP108参照

111



おおい町及び小浜市からのPAZ内避難時（県外避難）の物資備蓄・供給体制
お ばま し

PAZ

兵庫県

川西市

姫路市

日本赤十字社兵庫県支部備蓄
・毛布：5,358枚
・緊急セット（携帯ラジオ、懐中
電灯等）：2,375セット
・安眠セット（マット・枕等）:465個 等

PAZ住民避難先（県外避難の場合）

（※）物資備蓄数は概数

避難所へ

日
本
赤
十
字
社
兵
庫
県
支
部
備
蓄
等

避難先における物資確保の流れ

※その他物資が不足する場合には、関西広域
連合と連携し必要物資を確保

物
資

物
資

受入市町の
支援物資
（必要に応じて）

おおい町及び小
浜市が調達した
物資（協定による
調達を含む）

物
資

福井県が調達した物資
（協定による調達を含む）

原子力災害対策本部の指示により
調達した物資

物
資

要
請

要
請

避難元 避難先（県外）

おおい町

大島地区

兵庫県

川西市

・加茂小学校

・久代小学校
・桜が丘小学校

・川西小学校

小浜市

内外海地区

（泊、堅海）

兵庫県
姫路市

・夢前ふれあい
の館フレンデ

うち と み

とまり かつみ

か も

くしろ

ちょう

ゆめさき

(C)2016ZENRIN(Z05E-第175号)

UPZ

Ø おおい町及び小浜市のPAZ内からの避難住民の受入れ時には、受入先自治体の支援のほか、福井県おおい町及び小浜
市の調達した物資、日本赤十字社兵庫県支部に備蓄された物資（毛布等の生活用品）等を、福井県ﾄﾗｯｸ協会等の協力を
得て、避難施設に搬送する。

Ø 広域避難の際の避難所の運営に必要な物資については、避難元・避難先自治体が協力して確保をする。また、原子力事故
による単独災害時には、物資の流通網は健全なことが想定されるため、避難先の民間事業者等から食料品をはじめ生活
用品等の調達を積極的に行う。

Ø 物資が不足する場合には、福井県から、国の原子力災害対策本部等に対し物資調達の要請を行う。

お ばま しちょう
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福井県における物資の調達・供給

・避難・屋内退避住民に対する政府等の供給食料・物資の集積
・ボランティア団体等による食料・物資の集積
・オフサイト対応で必要となる放射線防護資機材
・追加で必要となる緊急時モニタリング資機材及び放射線防護資機材
・避難住民への食料・物資の供給
・災害関係情報（道路情報、緊急時モニタリング情報） 等

・避難先住民や屋内退避住民への食料・物資の供給
・地域住民のニーズ等を踏まえた物資供給に関する各種要請
・災害関係情報（道路情報、緊急時モニタリング情報） 等

広域物流拠点
（福井県産業会館、サンドーム福井、きらめきみなと館）

物資輸送拠点

国
等

避
難
先
・
屋
内
退
避
施
設
等

広
域
物
流
拠
点

※

状
況
に
応
じ
設
置

物
資
輸
送
拠
点

搬送

地域住民のニーズ
等を踏まえた物資
供給等を要請

搬送

搬送

搬送

住
民
の
ニ
ー
ズ
等
を
踏
ま
え
て
物
資
を
供
給

広域物流拠点
（福井県産業会館）

避難先

避難先

広域物流拠点
（サンドーム福井）

避難先

円滑な物流供給のための専門家の派遣
・協定締結事業者から広域物流拠点等に専門家を派遣
・物資の保管や荷捌き等に対する助言・指導

Ø 物資供給の迅速性を高めるため、国や他都道府県からの大量の支援物資を円滑に受け入れ・仕分けし、避難先
等に搬送するため広域物流拠点を指定※。広域物流拠点では、市町の要求を踏まえて必要な食料や物資を分別
し、住民の避難先等や物資輸送拠点に輸送。

Ø 物資輸送拠点では、地域住民のﾆｰｽﾞ等を踏まえた物資供給に関する各種要請を行うとともに、広域物流拠点で
受け入れた支援物資を住民の避難先等へ円滑に輸送。

Ø 広域物流拠点・物資輸送拠点は、防災業務関係者への災害関係情報の提供拠点としても活用。

※福井県にて指定している広域物流拠点の他にも、協定に基づき、倉庫協会に所属する倉庫業者の倉庫も物流拠点として活用。

UPZ

PAZ

物資輸送拠点物資輸送拠点

広域物流拠点
（きらめきみなと館）

広域防災拠点

（三木総合防災公園）
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・避難先住民や屋内退避住民への食料・物資の供給
・地域住民のニーズ等を踏まえた物資供給に関する各種要請
・災害関係情報（道路情報、緊急時モニタリング情報） 等

UPZ

避難先

避難先

広域防災拠点

（三木総合防災公園）

避難先

京都府における物資の調達・供給

国
等

避
難
先
・
屋
内
退
避
施
設
等

広
域
防
災
活
動
拠
点

地
域
内
輸
送
拠
点

搬送

搬送

搬送

搬送

住
民
の
ニ
ー
ズ
等
を
踏
ま
え
て
物
資
を
供
給

広域防災活動拠点

（丹波自然運動公園）

広域物資輸送拠点
（徳島県立防災センター）

地域住民のニーズ
等を踏まえた物資
供給等を要請

・避難・屋内退避住民に対する政府等の供給食料・物資の集積
・ボランティア団体等による食料・物資の集積
・オフサイト対応で必要となる放射線防護資機材
・追加で必要となる緊急時モニタリング資機材及び放射線防護資機材
・避難住民への食料・物資の供給
・災害関係情報（道路情報、緊急時モニタリング情報）等

広域防災活動拠点
（丹波自然運動公園 、山城総合運動公園）
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円滑な物流供給のための専門家の派遣
・協定締結事業者から広域防災活動拠点等に専門家を派遣
・物資の保管や荷捌き等に対する助言・指導

地域内輸送拠点

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

PAZ

避難先

広域防災活動拠点

（山城総合運動公園）

地域内輸送拠点

Ø 物資供給の迅速性を高めるため、国や他都道府県からの大量の支援物資を円滑に受け入れ・仕分けし、避難先等に搬送するため
広域防災活動拠点を設定※。広域防災活動拠点では、市町の要求を踏まえて必要な食料や物資を分別し、住民の避難先等や地域

内輸送拠点に輸送。

Ø 地域内輸送拠点では、地域住民のﾆｰｽﾞ等を踏まえた物資供給に関する各種要請を行う。
Ø 広域防災活動拠点・地域内輸送拠点は、防災業務関係者への災害関係情報の提供拠点としても活用。

※京都府にて設定している広域防災活動拠点の他にも、協定に基づき、倉庫協会に所属する倉庫業者の倉庫も物流拠点として活用。



滋賀県における物資の調達・供給

・避難・屋内退避住民に対する県外などからの緊急物資等の受け入れ、
整理、積み替え、一時保管等を行う拠点。

物資輸送拠点

・琵琶湖が県央にある地理特性を活かし、県有船や民間船舶等を利用
した湖上輸送を行うための拠点。

湖上輸送拠点

【輸送調整所の設置と緊急輸送体制】
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PAZ

UPZ

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

（凡例）

：物資輸送拠点 ：湖上輸送拠点

UPZ

Ø 物資供給の迅速性を高めるため、国や他都道府県からの大量の支援物資を円滑に受け入れ・仕分けし、避難先
等に搬送するため物資輸送拠点を、協定により選定を受けた民間倉庫（30箇所）等の空き状況等を考慮し決定。

Ø 物資の効率的な輸送を図るため、災害時に（一社）全国物流ﾈｯﾄﾜｰｸ協会、滋賀県倉庫協会、（一社）滋賀県ﾄﾗｯｸ
協会を中核とした輸送調整所を滋賀県災害対策本部内に設置し、物資輸送拠点や湖上輸送拠点等を利用して官
民共同による緊急輸送体制を構築。

Ø 物資輸送拠点では、高島市の要求を踏まえて必要な食料や物資を分別し、住民の避難先等に輸送。
Ø 輸送調整所では、地域住民のﾆｰｽﾞ等を踏まえた物資供給に関する各種要請を行う。



原子力事業者による生活物資等の支援体制

Ø 関西電力では、災害時に福井県、京都府、滋賀県及び関係市町が備蓄する生活物資が不足する場
合に備え、原子力事業本部及び原子力発電所に備蓄している食料、生活物資等を支援する備蓄体
制を整備。

Ø さらに、ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟとして京都府、滋賀県、大阪府等の本店・支社および近隣の事業所に備蓄している
生活物資について出来る限り支援する。

Ø 物資等の輸送に関しては、関西電力が非常災害時に備えて、日常から物流業務を委託している民
間業者と締結した資機材全般の輸送に係る協定を活用する。

生活物資の備蓄状況

食料品
（食）

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

毛布
（枚）

合計 59,600 14,000 1,300

※H29.8月時点
※物資の供給は、各府県からの要請に基づき、各事業所に備蓄されている
物資を総合的に運用のうえ、要請に対応。
※上記備蓄数でも不足する場合は、必要に応じて流通物資を活用して
生活物資の確保に努める。
※その他、携帯トイレ等についても備蓄をしている。

災害時における物資の輸送に関する協定等の締結状況

協定の種類 内容 締結民間企業等

非常災害時における
資機材等の輸送用車
両の優先提供に関す
る協定

輸送車両の優先
利用等

関西圏域の民間業者

UPZ

PAZ

：本店、支社
(C)2016ZENRIN(Z05E-第175号)

各事業所に備蓄して
いる生活物資を支援

原子力事業本部、美浜発電所、
高浜発電所、大飯発電所
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物資関係省庁

関係業界団体等

民間企業

関係府県災害対策本部

関係市町災害対策本部

PAZ内 UPZ内 UPZ外

国による物資（食料等の生活用品等）の供給体制

調達要請 回答

調達要請

回答

要請を伝達

対応状況の報告

要請を伝達
物資調達の要請

総務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省

調達・供給
の調整

ﾄﾗｯｸ会社・民間企業

Ø 関係府県及び関係市町が備蓄している物資が不足する場合、関係府県及び関係市町から、国の原子力災害対策
本部に対し物資調達の要請を行う。

Ø 要請を受けた、または原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合等、国の原
子力災害対策本部は、物資関係省庁（総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）に対しこの要請を伝達、ま
たは要請し、各物資関係省庁は所管する関係業界団体等に調達要請を実施し、関係府県が開設する広域物資輸
送拠点等への物資搬送を行う。

大飯オフサイトセンター

(おおい町)

原子力災害対策重点区域内
が混乱し要請を待ついとまが
ないと認められた場合必要と
判断し要請

屋内退避施設 屋内退避施設等 避難先

原子力災害対策本部

（首相官邸）

おおい

地方公共団体
による行政備蓄

市町村が開設する
地域内輸送拠点等

関係府県が開設する
広域物資輸送拠点等

調整
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国による物資（燃料）の供給体制

Ø 関係府県及び関係市町が備蓄している燃料が不足する場合、関係府県及び関係市町から、国の原子力災害対策
本部に対し燃料調達の要請を行う。

Ø 要請を受けた、または原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合、国の原子
力災害対策本部は、経済産業省に対しこの要請を伝達、または要請し、経済産業省は所管する関係業界団体等
に調達要請を実施し、原則として製油所・油槽所から屋内退避施設や避難先等への搬送を行う。

経済産業省関係業界団体 等

製油所・油槽所

関係府県災害対策本部

関係市町災害対策本部

PAZ内 UPZ内

UPZ外

供給要請 回答

供給要請

回答

要請を伝達

対応状況の報告

要請を伝達

燃料調達の要請

調達・供給
の調整

中核ＳＳ等

民間企業等

一時集結拠点等

調整

※緊急車両の優先給油等

大飯オフサイトセンター

(おおい町)

原子力災害対策重点区域内
が混乱し要請を待ついとまが
ないと認められた場合必要と
判断し要請

屋内退避施設 屋内退避施設等

避難先

原子力災害対策本部

（首相官邸）

おおい
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主な物資の種類と担当省庁、関係業界団体

物資の種類 担当省庁 主要緊急物資 主な関係業界団体等

給水

厚生労働省

飲料水 周辺自治体水道局

医薬品等
一般薬、紙おむつ、
マスク 等

日本ＯＴＣ医薬品協会、
日本製薬団体連合会、
日本医療機器産業連合会、
日本医薬品卸売業連合会 等

食料等 農林水産省
パン、即席めん類、
おにぎり、缶詰 等

各種食品産業関係団体 等

生活必需品

経済産業省

仮設トイレ、
トイレットペーパー、
毛布 等

什器・備品レンタル協会、
日本家庭紙工業会、
日本毛布工業組合 等

燃料（石油・石油ガス等）
ガソリン、軽油 等

石油連盟、全国石油商業組合連合会、
独立行政法人石油天然ガス・
金属鉱物資源機構（ＪＯＧＭＥＣ） 等

貸出用機材の種類 担当省庁 主要緊急物資

通信機器 総務省
貸出用災害対策用移動通信機器

（衛星携帯電話、ＭＣＡ端末、簡易無線機）を備蓄

Ø 被災者の生活の維持のために必要な物資（食料等の生活用品等）の調達・供給は、防災基本計画
第2編各災害に共通する対策編に基づき実施。

※物資の調達・供給に係る、関係機関等の基本的な対応については、P117、118の体制に基づき実施。 119



8．緊急時モニタリングの実施体制
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緊急時モニタリングの体制

企画調整グループ

緊急時モニタリングの企画調整を担
い、緊急時モニタリングセンター内の
活動に対する監督を行う。

情報収集管理グループ

中央との情報共有システムを維持・管
理するとともに、緊急時モニタリング
データの一元的管理等を行う。

測定分析担当

緊急時モニタリングを実施する。

＊1  国から委託を受けた民間の機関含む

Ø 国は、施設敷地緊急事態に至った原子力施設の立地道府県に緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC）を設置する。
Ø 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC）の体制について、ｾﾝﾀｰ長、企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ及び情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟを大

飯ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰに、測定分析担当は、それぞれの府県に拠点を設置する。

Ø 高浜原子力規制事務所に大飯・高浜地域を担当する2名の上席放射線防災専門官を配置し、緊急時ﾓﾆﾀ
ﾘﾝｸﾞ体制を強化。

＊2  協定に基づく原子力事業者を含む

おお い

＊2
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大飯地域緊急時モニタリング体制

Ø 大飯地域におけるUPZ内及びその周辺の福井県、京都府及び滋賀県の11市町（福井県5市町、京都府5市
町、滋賀県1市）に、人口分布等を考慮して緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ地点100地点（PAZを除く福井県33地点、京都府
30地点、滋賀県4地点、原子力事業者33地点）を設定し、防護措置の実施判断に係る連続測定を実施。

Ø 大飯発電所敷地内及びPAZ内では、9地点の測定局で連続測定を実施。
Ø UPZ外については、必要に応じて国及び原子力事業者が航空機やﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等の機動的手法を用いて緊
急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施。

おお い

おお い
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